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SG ホールディングスグループにおいて、大型家具家電の設置輸送および移転を主軸に循環型社会の実現に

向け、静脈物流※1の拡大を目指す SGムービング株式会社（本社：東京都江東区、代表取締役社長：寺島 秀樹）

は、2026 年 6 月 30 日現在で、新たに全国 5 の自治体と「連携と協力に関する協定」を締結し、これにより「大型

家電回収サービス」の連携自治体は 224自治体（人口換算で約 1,459万人）となりました。 

 

住民の方々からは、家電リサイクル品の回収日設定やリサイクル料金の調査、リサイクル券の事前購入など、

廃棄手続きが複雑で分かりにくいという声が多く寄せられていました。また、自宅から専門業者が搬出するサービ

スがないため、廃棄方法が分からず困っているケースも見受けられます。 

当社のサービスを利用することで、これらの問題を解決し、住民の皆さまにとってより便利で分かりやすいリサ

イクル回収手続きを提供し、利便性の向上に貢献します。 

 

《新たに連携協定を締結した自治体一覧》 ※2026年 6月 30日時点、総務省 都道府県番号順 

NO 自治体名 Webサイト URL 

1 山形県大石田町 https://www.town.oishida.yamagata.jp/  

2 埼玉県鶴ヶ島市 https://www.city.tsurugashima.lg.jp/  

3 岐阜県本巣市 https://www.city.motosu.lg.jp/  

4 愛知県豊山町 https://www.town.toyoyama.lg.jp/  

5 佐賀県上峰町 https://www.town.kamimine.lg.jp/  

 

当社は、家電リサイクル法に準拠した合法的かつ円滑な家電リサイクル回収を支援するサービス「SG-ARK※2」

を提供しています。リネットジャパンリサイクルは、環境省および経済産業省から小型家電リサイクル法に基づく

許認可を取得し、宅配便を利用して小型家電製品を回収・リサイクルするサービスを展開しています。 

 

※1 静脈物流とは、生産者から消費者へ向かう動脈物流に対し、再利用や再資源化を目的に使用済み製品や廃棄物、有価物な

どが消費者から生産者へと戻っていく物流のこと 

 

※2「SG-ARK」は、SGホールディングス株式会社の登録商標です。 

 

自治体公認「大型家電回収サービス」224自治体に拡大 
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今後も SG ムービングは、自治体との強力な連携を通じて、正しいリサイクルの推進に取り組み、限りある国内

資源を有効活用することを目的に、持続可能な循環型社会の実現に向けて積極的に貢献してまいります。 

 

 

■ サービス利用方法 

・ インターネット・電話から申し込み後、収集運搬許可を保有する事業者が希望日時に 

ご自宅へ回収に伺います。 

・ テレビ・冷蔵庫・洗濯機といった大型の製品から、電子レンジ・炊飯器・パソコン・ドライヤー・ラジオ・時計と 

いった小型の製品まで、さまざまな家電の回収が可能です。 

・ 大型の家電製品は、家の中（リビングやキッチンなど）からの搬出にも対応しています。 

・ リサイクル券の購入や配送伝票の記入・準備も不要です。 

・ 回収後は、家電リサイクル法/小型家電リサイクル法のそれぞれの法律で定められている処理方法に則って

正しく再資源化されます。 

・ 利用料金などの詳細は Webサイトでご確認ください。 

WEBサイト・お申込み手続きはこちらから 

https://www.sg-renet.jp/
https://www.sg-renet.jp/


 

SGホールディングスグループは、純粋持株会社 SGホールディングス株式会社と、 

その傘下にある佐川急便株式会社をはじめとした事業会社で構成された総合物流企業グループです。 

 

＜報道関係お問い合わせ先＞ 

SGムービング株式会社 管理部 広報担当 

tel: 03-5857-2450 mail: sgmoving-soumu@sagawa-exp.co.jp 
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■（参考）「連携と協力に関する協定」を締結した自治体の一覧 

 


